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ＪＲ四国労組は、２月１０日に申し入れた「賃金引き上げ」「労働時間の短縮及び

制度改善」について本日団体交渉を行い、主旨説明を行った。 

 

＜組合からの申し入れ内容＞ 

【申第１２号 「２０２５年４月１日以降の賃金引き上げ」について】（別紙１参照） 

 

１ ２０２５年４月１日以降の基準内賃金を、組合員（社員）一人当たり、純ベア

として１２，０００円引き上げられたい。 

２ 新賃金の配分については、原資確定後、別途配分要求に基づいて解決を図られ

たい。 

３ 回答指定日については、別途申し入れる。 

 

【申第１３号 「労働時間の短縮及び制度改善」について】（別紙２参照） 

＜組合からの主旨説明（要旨）＞ 

［賃金引き上げ］ 

◆ＪＲ四国を取り巻く経営環境は依然として厳しいものの、第３四半期において、

連結営業収益がコロナ禍前の２０１９年度と比較し１１０％の水準に、鉄道運輸

収入は同９８％となるなど、期末決算も昨年度に続き、黒字となる見込みが発表

された。 

◆この成果は、組合員が日夜「安全･安定輸送」を第一義に、ＪＲ四国グループが担

う地域を支える役割を果たすべく、責任感と使命感を持って直向きに業務に取り

組んだ努力の賜物である。 

◆ＪＲ四国労組では、労使一丸となり「長期経営ビジョン２０３０」の達成に向け、

「ユニオンビジョン２０２３」を策定し、組合員に対し明るい将来展望を切り拓

くべく取り組んできた。昨春闘において２年連続のベースアップや、初任給の引

き上げを実現した一方で、物価高騰が賃金を上回っており、多くの組合員は生活

向上を十分に実感できていない。 

 

継続的な「人財への投資」を通じ、 

「 」 
実現に向け春闘交渉スタート！！ 
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◆加えて、歯止めのかからない離職等により要員不足は解消に至っておらず、現場

では長期的な保全がままならず、列車が止まるのではという不安感さえある。Ｊ

Ｒ四国グループは、社会的にも重要な使命を担っており、優秀な人材が意欲高く

働き続けられる環境の整備が不可欠。 

◆そのためには、最大の労働条件である「賃金」を持続的に引き上げ、四国のリー

ディングカンパニーとしての位置づけを保つことが前提条件。ＪＲ四国労組とし

て掲げてきた目標賃金と、組合員に調査した現状とは、大きな開きがあり、特に

中堅層において顕著である。こうした分析からも今回の要求に会社が応える必要

があると考えている。「賃上げがあたりまえの社会」を目指し、継続的な「人への

投資」を積極的に求め、今春闘交渉においても魅力ある賃金をはじめ訴求力のあ

る労働条件の構築を推し進める。 

 

［労働時間の短縮及び制度改善］ 

◆先般の総合労働協約改定交渉の中で、「55 歳以降の賃金のあり方」「フレックスタ

イムの導入」「扶養手当の見直し」について、それぞれ前向きな回答が示されたが、

その後の進捗はどうか。特に扶養手当の見直しの影響を鑑みると、生活設計にも

直結することから、前広な周知、経過措置等必要となる。 

◆地元志向が強まっており、転勤が離職の要因となっている。四国は小さいとはい

え、移動時間は必要。希望勤務地で働くことができることが重要であり、エリア

採用等を検討すべき。 

◆この間の交渉により、年間休日は３年連続１日ずつ増加し、来春からは年間１１

０日となる。とはいえＪＲ他社と比較してもまだまだ年間休日数は少なく、所定

労働時間は長い状況にあり、ワークライフバランスの観点からさらなる労働時間

削減を求める。 

◆鉄道業界では夜間勤務や泊まり業務は当たり前であったが、昨今の就労観の変化

や要員不足の現状をふまえると、交代制等勤務手当や夜勤手当の拡充が求められ

る。 

◆駅での信号・指令業務、工務職場における各種工事監督や本社等での企画業務等

責任の重い業務に対して、責任の度合いに見合った手当を求める。とりわけ、要

員不足の中、等級と業務内容のバランスにも課題があり、不満が生じている現状

を認識すべき。 

◆ワンマン手当の増額を求める声があるなか、過去に乗務員手当を見直した時期と

比較し、乗務本数・運転方式・旅客対応等業務も大きく変化してきた。会社は、

ワンマン運転士の業務は従前と変わらないとの認識であるならば、その説明を求

める。 

◆エキスパート社員は円滑な業務運営に不可欠であり、期末一時金の支払額に乗じ

る係数は、撤廃されて然るべきである。 
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◆契約社員が、人財の育成を担っている職場は多く、見習いの教育手当や無期雇用

契約に転換した準組合員の退職金制度もモチベーションの維持には重要。 

 

＜主旨説明に対する会社の考え方＞ 

貴側の要求主旨を踏まえ次回以降詳細を議論し、経営体力や社会的趨勢を見極め

ながら検討していくこととなる。 

とはいえ、「人財の確保・定着」に向けた取り組みにおいて、「連続性が重要」だ

と認識している。総務部だけでなく、主管部とも繰り返し議論を重ねてきたうえに、

役員クラスでも広範な議論を行っている。エンゲージメント調査での結果を意識し

ながら、社員満足度を上げるためには、制度改善が必要なことは十分理解している。

あわせて各現場内でもコミュニケーションをしっかり取りながらエンゲージメント

向上に資するよう取り組む。 

昨秋の交渉時に示した３点のうち、55 歳以降の賃金体系についてはエキスパート

世代も踏まえた全体的な枠組みの中での検討となる。このため、長期人件費への影

響が大きく、慎重な検討は要するものの、再来年度以降にＪＲ１期生が 55 歳に到達

することを踏まえた上で、次回以降考え方を示していきたい。また、フレックスタ

イム制度については、勤怠管理システムが４月から導入される中、この稼働状況の

確認とその他のシステムとの連係等技術的な解決が目下の課題である。扶養手当に

ついては、世間動向を見ると子育て世帯が恩恵を受けられるような制度が主流とな

っており、他社事例等も踏まえつつ、検討していきたい。 

 

  なお、申第１３号のうち以下について、会社から回答が示され議論を行った。 

14 ２０２５年に実施される、育児・介護休業法改正への対応方を明らかにされたい。 

  

＜会社回答＞  

別紙３（勤務制度の一部改正について）のとおり 

 

＜主な交渉内容＞ 

会 社：今回の法改正への対応については、既に会社として対応してきた内容も含

まれ、適用条件や実施時期などをはじめ、法を上回っていることをわかり

やすく社員等にも示していく。 

組 合：法改正の対応の中で「福利厚生サービス」の導入があるが、具体的に何を

想定しているか。 

会 社：現時点では、「ベビーシッターの手配及び費用負担等」を想定している

が、施行が 10 月であり、現在詳細について検討を行っているため、分か

り次第改めてお示しする。 

組 合：看護休暇については、有給化を求めている。また、養育両立支援休暇は別
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の休暇とせず、保存休暇に包含することも考えても良いのではないか。 

会 社：保存休暇は個人によって取得可能な日数が異なり、取得できない者もいる

ことから法の主旨を満たすことにならないため、新たな休暇制度を設ける

こととした。 

24 ３６条協定における時間外労働時間を抑制させるとともに、月４５時間を超えた場

合の割増率を２００／１００とされたい。 

 

＜会社回答＞ 

３６協定における時間外労働について、２０２４年度の実績では２０２５年１月末現

在で４９名が３６０時間を超えています。さらに、過去３ヶ年度においては、年間３６０

時間を超える者が、２０２３年度は１０８名、２０２２年度は９８名、２０２１年度は７

３名います。なお、会社として、これまで時間外労働の削減に向け各種施策に取り組んで

きましたが、これらの実状及び現在の厳しい要員事情を考慮すれば、現行程度の時間外

労働は、業務遂行上不可欠であると考えております。 

現在、社内ではデジタル等を活用した業務の効率化を進めているほか、今年度は労働

時間管理に関する教育を実施するなど、時間外労働の削減に向けた様々な取組みを行っ

ております。また、時間外労働の削減に向けては人材の確保も極めて重要となることか

ら、採用活動の強化をはじめ、エンゲージメントサーベイを継続して実施することによ

り、人材の定着に向けて取り組んでおります。   

今後もこれらの取組みを深度化することで、引き続き時間外労働の削減に努めるとと

もに、長期経営ビジョン２０３０に掲げる「生き生きと働ける職場づくり」の実現に向け

取り組んでまいります。 

なお、月４５時間を超えた場合の割増率を改定する考えはありません。 

 

＜主な交渉内容＞ 

組 合：昨年と比較し、年間３６０時間超の者が増えている。超過勤務削減の取組

は進んでいるのか。また、系統別の状況はどうか。 

会 社：今年度、工務系統は改善が見られたが、新松山駅の開業、２度のダイヤ改

正の影響もあり、営業・運輸では増加傾向にある。会社としても超過勤務

削減を目指し、管理者教育も実施している。 

組 合：超過勤務が多い箇所はメンタル不調者も増加していると認識している。休

職に入ってしまうと人員が減ってしまう。 

なお、年休消化は問題ないか。  

会 社：全体的な年休消化率は高いものと認識しているが、個人によって偏りがあ

るのも事実である。なお、法定である年休５日取得の慫慂にも継続的に取

り組んでおり、１月時点で５日取得できていない人数は昨年より減少して

いる。 
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組 合：デジタルの普及も理解するが、各職場では若手にデジタル関係の作業が集

中するケースがある。業務の平準化についても管理者教育が必須。 

 

団体交渉終了後、業務対策委員会を開催し、人財の確保・定着に資する「継続的

な人財への投資」を実現し、賃金や労働条件を『働きの価値に見合った水準』に一

歩でも近づけるために、引き続き交渉を強化していくことを確認した。  

以 上 



別紙１



別紙２









勤務制度の一部改正について

育児・介護休業法の改正（2025年４月１日及び2025年10月１日施行）に伴い、社員、エキスパート社
員及び契約社員（以下、「社員等」という。）の勤務制度を以下のとおり改正する。

2025年2月 ＪＲ四国

１ 改正内容について
（1）看護休暇の名称変更及び取得事由の拡充

看護休暇の名称を「看護等休暇」に改めるとともに、取得事由に「感染症に伴う学級閉鎖等とな
る場合」及び「入園（入学）式、卒園式に参加する場合」を加える。

(2) 養育両立支援休暇の新設
小学校３年生修了までの子を養育する場合、１の年度に10日以内の必要な日又は時間の無給休暇

（以下、「養育休暇」という。）を付与する。なお、時間単位の休暇の取得は、日勤（１種）及び
日勤（２種）勤務を指定されている社員等が、代替要員を必要とせず、かつ、業務上支障がない場
合に限る。

２ 実施時期
2025年４月１日

３ その他法改正への対応について
（第１号及び第２号は2025年４月、第３号から第５号までは2025年10月実施）

(1) 介護に直面した旨の申出をした社員等に対する両立支援制度等に関する個別の周知・意向確認
(2) 介護に直面する前の早い段階における情報提供
(3) 子が３歳に達する前における両立支援制度に関する個別の周知・意向確認
(4) 妊娠・出産の申出時や子が３歳に達する前における個別の意向聴取・配慮
(5) 福利厚生サービスの導入

別紙３



養育両立支援休暇 ※今回新設
（１の年度に10日以内 ※注４）

看護等休暇 ※今回名称変更・取得事由の追加
（子が１人の場合１の年度に５日以内、２人以上の場合１の年度に10日以内 ※注４）

育児短時間勤務 ※日勤（１種）・日勤（２種）
（子が小学校就学の始期に達するまで） ※注３

（参考）育児に関する主な休暇制度等

妊

娠

出

産

１

歳

３

歳
小学校
入学前

中学校
入学前

・・・法定の制度

・・・法定を上回るまたは当社独自の制度

不妊治療休暇
（必要な日）

分べん休暇
（産前６週以内）

分べん休暇
（産後８週以内）

育児休職
（子が３歳に達するまで）

配偶者産後休暇
（出生後８週以内）

保存休暇（育児目的）
（必要な日数）

小学校
3年修了

診査休暇
（取得可能日数はケースにより異なります）

保存休暇
（※注1）

※注1：配偶者の出産又は入退院に付き添う場合、３日以内取得可能
※注２：小学校等の臨時休校等に伴い、急遽子の世話を行う場合に取得可能
※注３：適用対象外の者は育児休職を３歳まで取得可能
※注４：日勤（１種）・日勤（２種）勤務者については時間単位の取得も可能

保存休暇 ※注２
（必要な日数）

※上の取扱いのうち保存休暇については有給扱いとなります。ただし、累積日数がない場合は取得ができません。


